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参考様式第３－６号
受 入 れ ・ 活 動 状 況 に 係 る 届 出 書



４ 報酬に関すること

■賃金台帳の写しをご準備ください
・特定技能外国人のもの ※貴社で受け入れている特定技能外国人全員分
・比較対象者とする日本人従業員のもの

※基本賃金，残業代等諸手当の支給額，控除額, 労働時間，所定時間外労働時間

が分かるものを添付してください。
※登録支援機関を複数社活用している場合、弊社支援以外の特定技能の方分も
提出してください。



５ 雇用状況に関すること

(a)特定技能1号 / (ｂ)特定技能2号
貴社で受入れしている特定技能1号/2号の方
※登録支援機関が異なる場合もまとめて記載してください。

(ｃ) (a)と同一の業務に従事する日本人従業員
特定技能外国人と同じ業務区分で働いている日本人
※複数の業務区分で活用されている場合は合算して記載してください。

(ｄ) (a)と同一の業務に従事する外国人従業員
特定技能外国人と同じ業務区分で働いている外国人
※在留資格「特定活動」「技術・人文・国際業務」等が該当します。

(ｇ) (ｃ)ないし(ｆ)以外の従業員(日本人+外国人)
特定技能外国人が従事する業務以外の従業員
※総務・人事・経理等の方も該当します



■在籍者数
届出の対象期間の最終日に

貴社で就労している人数を記載

※弊社で支援している人数は入力済みです

※届出の対象期間中に退職した方は
人数に含めないでください

※(a)～(ｇ)を合算すると貴社の全従業員数
になります

■新規雇用者数
届出の対象期間中に入社した人数を記載

※届出の対象期間中に在留資格「特定技能」の許
可を受けていても、貴社で就労を開始していない
方は人数に含まないでください

※該当者がいない場合、
空欄にせず、0人と記載してください
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■自発的離職者数/非自発的離職者数(届出期間中)
届出の対象期間中に自発的離職（自己都合退職）、
非自発的離職（会社都合）をした人数をそれぞれ記載

※非自発的離職者が発生した場合は、
書類提出の前に 特定技能デスクへご相談ください。
★今後の受入れや現在就業されている特定技能の方の更新に
大きく影響いたします。

※要注意※ 非自発的離職者について
よほどの理由がない限り（本人の責によらない解雇など）
0人と記載をお願いします。※今後の受入れに影響します

契約期間満了や試用期間内でのスキル不足、勤怠不良
などの雇い止めは自発的離職者に記載してください。

判断に悩む場合は特定技能デスクへご相談ください。



v

６ 労働保険の適用状況に関すること

■当社で作成する書類については、全て を入れて
お送りします。
変更箇所あれば貴社にて変更をお願いいたします。

●被保険者資格取得手続が未了の場合は、
当該手続が未了である特定技能外国人の

【氏名、生年月日、性別、国籍又は地域、住居地、在留カード
番号、手続が未了である理由】
について記載した理由書（任意様式）の添付が必要です。

●前回の届出の対象期間中に手続きを終えて、

現在雇用保険、健康保険、厚生年金保険の被保険者である
場合、
・６（１）は「雇用保険の被保険者資格取得手続を行った」
に してください。
・７は 「健康保険及び厚生年金保険の被保険者資格取得
手続を行った」に してください。



①届出の対象期間中に支援を実施するために
要した金額を記載

（登録支援機関への支援委託手数料、日本語
学習のための教材費等を税込で記載）

※弊社支援分の支援委託手数料は入力済みです
※登録支援機関を複数社活用している場合は、
全て合算した金額を記載ください

v
v

② 届出対象期間内に受け入れていた人数を記載
※弊社支援分は入力済みです
※四半期内で離職した方も含みます

v

③ 人材紹介料、在留資格手続き料、社宅契約に関わる費用
赴任交通費などの合計金額(税込で記載)と対象者数を入力

例) ・人材紹介料 330,000円(税込)
・在留資格手続き料 1人目 110,000円(税込) 2人目以降 33,000円(税込)
※特定技能許可日の翌月末にご請求いたします。
・社宅契約に関わる費用 (敷金・礼金・仲介手数料など)
・家具・家電
・赴任交通費用、引越し費用

①

②

③



■印刷し、手書きで署名

※どなたの署名でも大丈夫です

※上記の「作成責任者」と
同一でなくても構いません

v

v

■貴社担当者名を入力

※提出先入管担当より
連絡が入る可能性がありますので
書類の内容が分かる方を記載してください



参考様式第３－６号（別紙）
特定技能外国人の受入れ状況・報酬の支払状況



v

直近、入管に提出した雇用条件書（参考様式第１－６号）の内容から
変更がある場合は 変更ありに変更

※「変更あり」の場合は「特定技能雇用契約に係る届出書（参考様式第3-1-1号）」の提出が必要です
※今後の申請に関係しますので変更がある場合は、特定技能デスクへご連絡ください

v

基本的に は不要
※特定技能の方を派遣で受入れている際
に記入が必要となる欄です



v

■届出の対象期間中、実際に就労した日数を記載

※例として、第１四半期は、
１月１日～１月３１日の間で就労した日数を１月の欄に
２月１日～２月２８日の間で就労した日数を２月の欄に
３月１日～３月３１日の間で就業した日数を３月の欄に記載します

■在籍していない月は、取消線又は斜線等を記載

※「０日」とは記載しないでください

■休暇等で終日就労していない日数については活
動日数に含まない

※半休等の場合は１日と数えます
※有給の場合は活動日数に含めません

※生活オリエンテーションや職務命令による出張・研修は活動日数
に含めてください



v

■賃金台帳を取得し、該当する月に実際に支払
われた額を記載してください。

①支給総額
※控除前の支給総額（基本賃金に加え、支給される諸手当等を
加算し、税金等を控除する前の額）を記載

③差引支給額
支給総額から税金等を控除した額を記載
(手取り額)

④法定控除額
税金(所得税・住民税)、社会保険料、雇用保険料等を
記載

※月末締め翌月10日払いの場合
1月の欄には1月10日に支払われた額（12月末締め）を
記載してください。

※給与支払いの無い月は、取消線又は斜線等を記載し
てください。

※2023.3～
下記部分、様式が変更になりました
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